
1111  福福祉祉人人材材のの確確保保ににつついいてて  

 

少子・高齢社会の進展等により、福祉サービスに対する需要の増大・

多様化が急速に進んでいる。 

福祉人材の有効求人倍率は、全職種平均に比べ、極めて高い水準で推

移しており、社会・生活の基盤を支える福祉人材の不足は深刻である。 

特に、介護人材については、第９期介護保険事業支援計画に基づく推

計で、65歳以上の高齢者数がほぼピークになると予測される2040年度

に必要な介護職員数は約272万人となり、現状と比べて約57万人不足す

ると推計されている。 

また、障害福祉人材については、独立行政法人福祉医療機構による調

査によると、約半数の事業所が「職員不足」と回答しており、慢性的な

人材不足が生じている。令和６年度障害福祉サービス等報酬改定では、

手厚い人員配置や専門人材による支援に係る報酬が増額されたが、障

害福祉サービス利用者数は増加傾向にあり、また令和７年度から新た

なサービスとして就労選択支援が追加され、人材不足が今後さらに深

刻となる見込みである。 

さらに、保育人材についても、令和６年度に実施された保育士の職員

配置基準の改正や、今後予定されている「こども誰でも通園制度」の創

設等により、保育ニーズが増大することが想定され、さらなる人材不足

が予測される中で、保育士の確保も喫緊の課題である。 

福祉人材の確保に向けて、これまでも対策を進めてきたところであ

るが、今後、生産年齢人口がさらに減少していくことを考慮すると、福

祉人材の確保は一段と厳しくなることが想定され、これまで以上に全

方位的に人材確保の施策を強化する必要がある。 

ついては、以下の事項について特段の措置を講じられたい。 

 

 

1100    交交通通空空白白のの解解消消ににつついいてて  

 

人口減少・少子高齢化が全国的に進行する中、運転免許を返納した高

齢者をはじめ、住民の移動手段の確保に対する不安が高まっている。 

また、乗合バスや鉄軌道路線の減便・廃止、バスやタクシードライバ

ーの減少が進み、公共交通の確保は危機的な状況となっている。 

その結果、日常生活の足が確保できない交通空白地が生じ、特に、過

疎地や中山間地では、移動手段の確保が課題となっている。加えて、都

市部や観光地でも、タクシーが不足する地域や時期・時間帯が発生して

いる。 

こうした交通空白の解消に向け、既に具体的な取組を進めている地方

自治体がある一方で、国では、道路運送法第 78条第２号に基づく自家用

有償旅客運送制度、いわゆる「公共ライドシェア」制度の要件が緩和さ

れた。さらに「交通空白」解消本部を設置し、地方自治体や交通事業者

とともに、タクシー等を地域住民や来訪者が使えない交通空白の解消に

向けた取組を始めた。 

今後、地方自治体の取組を更に加速するためには、国による、地方自

治体への財政的支援や人材派遣の拡充が必要不可欠である。 

ついては、次の事項について、特段の措置を講じられたい。 

 

１ 地方自治体の公共ライドシェア導入が進むよう、配車アプリや管理

システムの導入及び利活用や、利用者及びドライバーの安全安心対策、

異業種連携など、地方自治体が実施する取組に対する補助について、

国が率先して予算を拡充されたい。 

 

２ 公共ライドシェアを含む地域交通が抱える課題に取り組む地方自治

体に対し、国から、助言やコーディネートができる人材の派遣・育成な

どの支援を拡充されたい。 
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